
公共施設マネジメント実行計画について【確認】

図表１ 公共施設マネジメント実行計画の位置付け

図表２ 公共建築物の施設更新費（財政負担の軽減・平準化の必要性）

― 公共建築物の標準耐用年数を 50 年とした場合 ―

（出典）和光市公共施設等総合管理計画

○ 実行計画は、以下の視点から具体的取組を実施するための計画。

① 将来にわたり適切な公共サービスの提供と持続可能な財政運営の両立

※和光市公共施設等総合管理計画（H27）より

② 公共施設・公共サービスを軸としたまちづくり

（小学校区を中心とした施設配置、まちづくり）

※第１回和光市公共施設マネジメント推進委員会（H28.5）より
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（億円） 建替費 大規模改修費 40年間の年平均更新額 （参考）過去３か年の工事請負費の平均額

施設更新費

年平均 約 21億円（推計値）

施設更新費

年平均 約４億円（実績値）

５倍強平 準 化 の

必要性

第四次和光市総合振興計画（H23～32）

関連計画（財政、福祉、都市計画、教育等）

和光市公共施設等総合管理計画（H27）

和光市公共施設マネジメント実行計画

公共施設の配置及び機能の再編等に関する本方針（H27）

和光市公共施設白書（H26）



図表３ 公共施設マネジメントによる「快適環境都市」の拠点づくり

（出典）第四次和光市総合振興計画


